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非営利組織（NPO）理論の社会学的検討

安　立　清　史

要　　旨

非営利組織（Non　Profit　Organization）に関する社会学的理論は、まだ十分に展開されてい

ない。そこで非営利組織に関する隣i接写社会科学による理論的アプローチの先行研究のレビュー

を行う。主なものは「政府の失敗理論（多様性理論）」「市場の失敗理論（信頼の理論）」「ボ

ランティアの失敗理論（相互依存の理論）」「供給サイドの理論（社会的起業家の理論）」「利

害関係者の理論」などである。こうした諸理論の検討を行い、非営利組織の社会学的な理解

との接点を考察し、ありうべき非営利組織の社会学理論の展開を考える基礎作業を行う。

キーワード：非営利組織（Non　Profit　Organization）、政府の失敗理論、市場の失敗理論、ボ

ランティアの失敗理論

1　非営利組織という概念

非営利組織の定義　　市民が営利を目的とせず公共的な目的のために様々な組織を形成して

自発的に社会に関わるという仕組みが民間非営利組織の本質である。そして非営利組織の集合

体が「非営利セクター」であり、サラモンとアンパイヤはそれこそが「市民社会」そのものだ

と言う。現在、「非営利組織」や「非営利セクター」という概念は、様々な論者が様々な含意

を込めて用いる。用語を一覧するだけでも非営利組織（NPO）に関しては「チャリティ」「非

課税団体」「ボランタリー・アソシエーション」「ボランタリー・エージェンシー」「NGO（非

政府組織）」「社会的企業」など様々な類似の概念がある。「非営利セクター」に関しても、「市

民セクター」「サード・セクター」「独立セクター」「ボランタリー・セクター」「フィランソロ

ピー」「社会経済」など様々である。このように多様な概念が現れるのは、社会福祉に限らず、

現代社会の構造的な転換や社会組織の再編成過程における変動の担い手として、非営利組織や

非営利セクターが注目され、論じられているからだろう。社会福祉に限ってみても、政府セク

ターが社会福祉の主要な供給者であった時代から、非営利組織や非営利セクターが重要性をま

す時代への転換や移行過程にあり、国や制度のおかれた状況によって様々な違いが生じてくる

ことが、このような様々な概念の現れる原因であろう。ではこのような諸概念はどのように整
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表1　制度化との関連でみたNPOセクターの分類

すべてのNPO組織

フィルター1：法人格一経済的な重要性

フォーマルなNPO インフォーマルな

NPO

フィルター’2：収入源

非市場からの収入によるNPO 市場からの収入に

よるNPO

フィルター3：公的な資金とコントロール

家計に奉仕 政府によってコントロールされ、

するNPO 財政が支援されているNPO

（出典：Anheier，2005：47）

理したらよいだろうか。

非営利組織概念の整理 第1のアプローチは 「制度論アプローチ」 である。そもそも「非

営利組織」を規定する法や税制が異なるから呼び名が異なり、組織実態も異なるので、それぞ

れの法や制度が 「非営利組織」等をどう定義しているかによりアプローチしょうとするのがこ

の方法である1）。 しかし米国、英国、オーストラリアなどでは慣習法が非営利組織を規定する

が、フランス、 ドイツ、日本などでは制定法である民法が規定しているなどの違いもある。こ

のアプローチは、 ある一つの国における非営利組織の具体的な把握には効果を発揮するが、社

会科学として比較社会学的な観点から、非営利組織を調査したり研究したりする場合には適し

ているとは言えない。

第2のアプローチは、機能や目的から定義する 「目的論アプローチ」 である。非営利組織を

「公共の福祉」や 「公共の利益」などといった組織の目的から定義しようとする。では「公共

性」とは何か。 それを具体的に示しているのは英国法である。「チャリティとは法的には4つ

の目的をもつ組織を言う。第1は貧困の救済、第2は教育、第3は宗教、 第4はコミュニティ

の益になるその他の活動（1891）」をさし、現在では 「第1、貧困の救済と防止、第2、教育

の増進、第3、 宗教の増進、第4、医療の増進（疾病等の防止を含む）、 第5、社会やコミュ

ニティの増進 （高齢者、障害者、子どもや若い人たちの保護と救済、ケアやサポートを含む）、

第6、文化や伝統の継承や増進、第7、アマチュア ・スポーツの増進、 第8、人権の増進、紛

争の解決や和解、 第9、自然保護iの増進や改善、第10、 その他コミュニティの利益になること」

（イギリス政府， 2002）となっている。「機能や目的」 からの非営利組織を定義しようとするこ

のアプローチには 「公共性」の定義が欠かせない。 しかし「公共性」の定義や基準は国情によっ

て異なる場合が多い。したがって、このアプローチは、 英米法などではうまく規定できるが、
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独仏日など、民法でNPOを定義している国ではうまく規定できないという問題がある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り

第3のアプローチは「経済からのアプローチ」である。経済からのアプローチによれば、非

営利組織はその収入構造によって定義される。経済学的に非営利組織を定義すれば「組織の所

有者やそれに類したメンバーに収入を支払いだすことを禁じられており、市場取引による売り

上げや利用料、税収などに依存しない団体」となる。国連は「非営利組織は法的あるいは社会

的な組織であり、作った物品やサービスの対価を収入源とすることを禁じられている団体」2）

と規定している。このように定義すると、非営利組織の収支構造は「メンバーの会費やボラン

ティアからの寄付や貢献を主たる収入源にしている組織」となり、社会・経済的には、まった

く「残余的な」団体のカテゴリーとなってしまう。非営利であることだけで定義しようとする

と、非営利組織の社会的な意義や機能の大半は抜け落ちてしまうのである。

第4のアプローチは「構造一機能的アプローチ」である。これは非営利組織を、その組織の

構造と機能から定義しようとするものである3）。このアプローチは非営利組織を次の5つの特

性から定義していく。第1、組織化されていること。制度化された組織実態があることを非営

利組織の条件とする。例えば、法的な地位を持つとか、定期的な集会があり、スタッフがいて、

手続きのルールが整っており、組織としての持続性や継続性があること、などがそれである。

この条件によって個人的なボランティア活動と、組織としてのNPOとを区別しようとするの

である。第2、政府と区別された民間組織であること。「非政府組織」であることは、政府か

らの支援や援助を受けないことではない。ヨーロッパや日本などでは政府から財政的に支援さ

れたくQUANGos4）〉」（擬似政府組織）など境界線上のケースもたくさんある。重要な点は、

それらの活動が政府の一手段として活動しているかどうかであり「政府とは異なるという、組

織としてのアイデンティティ」を持っているかどうかが重要だとされる。第3、自己統治して

いること。民間で非政府組織であるにもかかわらず、政府機関や営利会社に強く支配されてい

る組織もある。それらと区別するために、当該組織が自己統治能力や自律性をそなえているこ

とが必要である。第4、非分配原則をとること。非営利組織は収益をあげることもできる。た

だしそれを関係者で分配することを禁じられており、収益をミッションや本来目的のために再

投資することが非営利組織の特徴である。第5、利用者やボランティアの参加、ボランタリー

な要素があること。理事会がボランティアによって構成されており、日常の活動にボランティ

アが参加していたり、スタッフにボランティアがいたりすること。またボランティアの関わり

が「強制的、拘束的でないこと押など、これらがボランタリーであるということを意味する。

サラモンとアンパイヤによれば、どの定義にも強みと弱点があるが、構造一機能主義的アプ

ローチは、比較調査研究、とくに国際比較においてもっとも適切な定義であるとする。本論考

においても、基本的にはこのサラモンとアンパイヤの定義に基づいていくことにしよう6）。

非営利や非分配原則は、組織の行動の自由を大きく制限するものである。しかしこの不自由

があることによって「信頼の理論」が言うように、政府と協働できる可能性が開かれたり、情
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報格差が生じる福祉や医療などのヒューマンサービス領域で利用者や関係者から信頼されうる

のだ。 また「社会企業家の理論」が言うように営利とは異なる目的をもった人びとを引きつけ

うるのである。サラモンとアンパイヤの定義は、 組織の行動が限定されることよって、組織の

社会の中における可能性が広がることを示している。制度論アプローチ、 目的論アプローチ、

経済論アプローチなどは、 非営利組織を記述する能力はもつが、非営利組織と外部環境とのダ

イナミックな相互関係へと広がるものではない。 サラモンとアンパイヤの定義によって初めて、

非営利組織が非営利セクターを形成するほどの規模と広がりをもつ社会勢力であることが浮き

彫りとなった。いや、そのような規模と広がりのあるセクターを「発見」することを目的とし

た戦略的な定義であったと言っても良いであろう。

表2　政府・NPO ・企業の違い

政府 NPO 企業

哲学 正義 慈善 利潤

誰を代表するか 多数 マイノリティ 株主と経営者

サービスの法的基盤 権利 奨励 サービス料金

財源 税金 寄付・料金・補助金 料金

機能の決定 法の規定
統治している人たち

ｩら選ばれた人たち
株主と経営者

政策決定の主体 立法府 理事会による決定 株主と役員会

アウカンタビリティ 選挙 クライアント関係者 株主

対象者の範囲 広範囲 限定的 支払い可能な人びと

管理構造 大規模官僚制 小規模官僚制
官僚制、フランチャ

Cズ、地方支社

サービスの管理パターン 単一 多様 多様

組織と事業の規模 大規模 小規模 中規模から小規模

（Kramer，1987）より。

2 非営利組織の理論

非営利組織や非営利セク ターの調査や研究が進んできたのは近年のことである。NPOの理

論に関しては様々な整理がある。オット （J． Steven　Ott）は非営利セクターに関する理論を、

経済学理論、政治学理論、 社会学理論、 コミュニティ理論、組織理論、 寄付の理論に整理して

いる7）。この整理はヤNPOや非営利セクターに関して社会科学の諸ディシプリンがどのよう

な理論的なアプローチを展開しているかについてのオーソドックスなものである。またNPO
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に関する社会学理論の整理については、ディマジオとアンパイヤのものが有名である8）。これ

らを踏まえてアンパイヤは、より学際的な観点からNPOの理論を整理しており（Anheier，

2005）、最新の展開を踏まえた最も包括的なものであると思われる9）。これらを参考にしなが

ら、NPOの理論について概観しておこう。

アンパイヤはNPO理論を大きく次の3つの角度から整理している。

第1は「なぜNPOが存在するのか」（NPOの存在理由）。収益というインセンティブを持

たない（持ちにくい）NPOが、組織としてなぜ存在するのかという問題を説明しようとする理

論である。

第2は「NPOはどのような行動をするのか」（NPOの組織論）。政府や企業とは異なった

組織原理をもつNPOが、どのような組織行動をするのか、その特質を考察する理論である。

第3は「NPOは何をどう変えるのか」（NPOの社会的影響力）。　NPOが社会にどのような

インパクトを与え、それによって社会がどう変わるのかを説明しようとする理論である。

NPOはなぜ存在するのか一経済学理論からみた非営利組織

「政府の失敗理論」

NPOがなぜ存在するのかを理論的に裏付けるものとして「政府の失敗理論」と「市場の失

敗理論」とが有名である。まず「政府の失敗理論」の代表である「多様性の理論」、なかでも

ワイスプロッドの「公共財理論」を紹介しよう。

1975年に経済学者ワイスプロッド（Burton　Weisbrod）が「公共選択の理論」を拡大して

「公共財理論」を構築した10）。この理論は、なぜ非営利組織が公共財を提供するのかについて

の経済学的な理由を考察したものである。この理論は「純粋公共財」より「準公共財」のほう

により当てはまるものだと批判されることもあるが、非営利組織の存在理由を「要求の多様性

（demand　heterogeneity）」と「平均的な有権者（rnedian　voter）」という概念を用いて論じ

る。民主主義社会のもとでは、政府当局者（government　officials）は平均的な有権者のニー

ズに対応することで選挙で再選される可能性を最大化している11）。ところが現代社会では、エ

スニシティ、文化、言語、宗教のみならず、年齢、ライフスタイル、好み、職業や専門性、収

入など様々な違いよる多様性が、要求の多様性を生み出す。政府によるサービスはこの要求の

多様性に答えられない。ゆえに、非営利組織は、政府の提供する平均的な公共財との間のギャッ

プを埋める（gap－fillers）ために存在する、と論じる12）。この理論は公共財が不足する状況の

中で、なぜ非営利組織が「ギャップを埋める存在」として現れるのかを説明し、自由主義社会

の文脈で、政府と民間組織とが、どう選択されるのかのダイナミズムを説明するものである。

政府や行政サービスだけでは、人びとの多様性や多様な要求に応えられず、ゆえに非営利組織

や非営利セクターが必要となるというのが「政府の失敗理論」である。この理論は、現在もっ

とも広く受け入れられているNPO理論である。
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「市場の失敗理論」または「信頼の理論」

一般に、医療や福祉などの世界では、サービス提供側（専門家）と利用者側（緊急の必要を

もつ素人）との問に大きな情報格差（情報の非対称性）があり、ゆえに利用者には、サービス

の内容や質を適切に評価できないとされる13）。サービスの内容や質を適切に評価できなければ、

市場原理がうまく機能せず、また継続的なモニタリングも困難なので、サービス提供者が営利

企業だと、利用者が不当な不利益を受ける可能性が生じる。丁市場の失敗理論」と呼ばれるゆ

えんである。ハンスマン（1987）によれば「消費者は営利会社の提供するサービスの量や質に

ついてその的確さを判定できない」が「非営利組織は営利企業に対して優位性をもつ。それは

利益の分配を禁じられているから、より信頼に値するというシグナルを持つことだ」とする。

つまり信頼性において非営利組織は営利組織に対して比較優位性を持つ。これは、サービスと

その結果に関する十分な情報が得られにくいところでは、利益を分配してはならないという拘

束をもつ非営利組織のほうが、より信頼できる組織と見えるからである’4）。この理論があては

まる事例としては、児童、精神障害者、虚弱高齢者、ガン末期患者のケアなどがあげられてお

り、こうした医療・福祉サービス等に固有の「性質」に着目した理論である15）。

「供給サイドの理論」または「起業家精神の理論」

起業家精神の理論は、サービス供給サイドから、非営利組織がなぜ存在するのかを説明する

理論である。「起業家（アントレプレナー）は、改革的で、様々な資源をもち、機会をとらえ

て新しい価値を創造して社会を変革する担い手である」（シュンペーター）とされ、資本主義

社会における主要な改革力とみなされてきた人たちのことである16）。ヒューマンサービスの領

域においても大きな革新は「社会起業家（Social　entrepreneurs）」が非営利組織を運営する．

ことを通じて行う、というのがこの理論である。この起業家精神理論に関して代表的な研究者

は、エステル・ジェイムズ（Estelle　James）、スーザン・ローズーアッカーマン（Susan

Rose－Ackerman）、そしてデニス・ヤング（Dennis　Young）等である。社会起業家の行う

「起業」は、利益ではなく社会的価値を創造するためのものである。「ミッションにもとづき、

価値を形成したり守ったりするため、持続的に改革や改良、そして学びながら、現在の手持ち

の資源に限定されることなく大胆に活動し、サービスを受ける人たちへの高いアカウンタビリ

ティを示しながら、新しい成果を創造していく」という特徴をもつ。この理論は、経済学的な

諸理論とはまったく違った前提から非営利組織の存在を考察する可能性を示す。ジェイムズ

（1987，1989）によれば、非営利組織は非貨幣的価値（例えば、信仰、信者や会員の数）を最

大化するように行動する。そして組織の生成や発展の過程で社会的起業家こそが重要な役割を

果たすと言う。ここから、なぜ非営利組織が、保健・医療・福祉・文化・教育などの分野で活

動するのか、とりわけ生命の危機に関連する諸機関（病院、ホスピス、ナーシングホーム）や

特別なニーズをもつ人びと（障害者、ゲイやレズビアン、その他）のため活動するのかを説明

できるとする’7）。
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「利害関係者の理論」

アブナー・ベン・ナー（Avner　Ben－Ner）を代表とする「利害関係者の理論」は、組織経

済学や制度経済学に依拠しながらサービスの供給者がなぜ現れるのかを、供給者サイドから考

察することの重要性を指摘する。非営利組織が社会的起業家や宗教的リーダーによって形成さ

れる場合が多いことを認めながら、他にも有力なアクターがいることを指摘する。彼らは供給

側にも需要側にも双方に関わる「利害関係者（stakeholder）18）」である。利害関係者の理論は

「非営利組織は、利用者や他の需要側の関係者が、情報の非対称性のもとで、アウトプットに

対するコントロールを最大化するために形成される」とするものである。この需要側の関係者

とは、子どもをデイケアに出している親たちなどがその典型例である。彼らは、サービスの質

に強い関心を持ち、モラルハザードが起きないようにサービス提供組織の運営そのものにまで

関わるようになる。いわば利用者側の利害関係者による組織参加として非営利組織を説明しよ

うとするものである。

「相互依存の理論」

多様性の理論など多くの理論が、政府と非営利セクターとの「対立」を理論的な前提として

いる。しかし事実は必ずしも対立しているわけではない、とサラモンは指摘する’9）。サラモン

によれば「政府は非営利組織の代理でも代替でもない」。むしろデータの示すところ、政府は

非営利セクターを大きく支援しており「政府は非営利組織の活動を支える主要な保証人となっ

ている」。サラモンは、ワイスプロッドの公共財理論やハンスマンの信頼性理論では政府と非

営利組織との間の共生的関係が抜け落ちているとし「第三者政府」の概念を提出する。「この

パターンの特徴は、政府の目的の遂行のために、非政府団体、少なくとも非連邦政府的な団体

が活用されることであり、また、こうした団体は、公的な資金や権威を、相当程度、自由裁量

で使うことができる点にある2。〉」。単に政府に活用されているのではなく、むしろ政府と協働

することを通じて非営利組織としての特質や独自性を発揮できるとする21）。サラモンの「第三

者政府」はボランティア団体ではない。ボランティア団体は、フィランソロピーの4つの弱点

（資源不足、個別的すぎること、恩恵的性格、アマチュアリズム）を持つとされるからである。

よってサラモンの理論は「ボランティアの失敗理論」とも言われる。サラモンの理論は、この

ような弱点を持つボランティア団体だけではなく、非営利組織が、政府と協働しながら「第三

者政府」となってアメリカの社会サービスを提供している、とするものである。ボランタリー

セクターの強みは政府セクターの弱みであり、ボランタリーセクターの弱みは政府セクターの

強みでもある。このようにボランタリーセクターと政府セクターとは対立的でなく相補的であ

り、協働しうるというというのがこの理論の核心である。
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表3 非営利組織の理論の一覧表

理論名 内容 キー概念 強み 弱点

「政府の失敗理論」 公共財や疑似公共財 要求の多様性、平均 公共財が不足する状 政府と非営利組織と
「多様性理論（Het一 への多様な要求 的な人（median　vo 況の中で、なぜ非営 の間に、本来的な対
erogeneitytheory）」 （dernand）が現れる ter）、政府、準公共 利組織が「ギャップ 立があることを前提
別名「公共財理論」 状況のもとでは、非 財 を埋める存在」とし としていること。

営利組織によるサー て現れるのかを説明。

ビス提供が生じる 自由主義社会的な文

脈で、政府か民間組
織かが、どう選択さ

れるのかのダイナミ
ズムを説明できる。

「供給サイドの理論 貨幣的な価値の実現 ソーシャルアントレ 意味や価値を重視す 宗教的価値にもとづ
（SupPly－side　the・一 をもとめる起業家が、 プレナー、非貨幣的 る非営利組織と、医 く活動と世俗的な価

ry」別名「起業家 人びとの多様な要求 な価値、セット販売 療や教育といったサー 値にもとつく活動と
精神の理論（Entre一 に対して応えようと （productbundling）、 ビス分野との関連に を同一視する価値中

preneurship　theo一 して創出したものが、 要求の多様性 ついて説明できる。 立的な状態を仮定し
ry）」 非営利組織である （価値や意味を最大 ている（価値や意味

化する動きを説明で に基づかない非営利
きる） 組織は説明できるの

か）

市場の失敗理論 情報の非対称性があ 非分配原則、信頼性、 供給側からみて、な 他にも説明可能（政
（Contract　or　Mar一 る状況のもとでは、 情報の非対称性 ぜ非営利組織が組織 府の規制のためなど）。
ket　failure　theory）」 非分配原則のある非 として選択されるの 非分配原則は強い拘

「信頼の理論 営利組織のほうが、 かを説明。サービス 束ではない。間接的
（Trust　theory）」 より信頼される。 等の本来的な「性質」 に利益の分配は可能

別名「契約の失敗理 （情報の非対称性あ に着目している。 である（営利組織に
論」 る状況では、モニタ よる偽装もある）

リングが困難で暴利

を貧る組織があらわ
れやすいため）

「利害関係者（ステ 供給者側と利用者側 競合性のない物論、 関係者一サービス提 この理論で扱える領

イクホルダー）の理 との間に情報の非対 情報の非対称性、信 供二一利用者という 域が、強くコミット
論」 称性がある条件のも 頼 3者関係を理論的に する関係者のいる情

とで、関係者はサー 扱うことができる。 報関係の問題に限定
ビス供給をコントロー される。

ルしょうとする。

「相互依存の理論 非営利組織は活動に ブイランソロピーの ボランタリーセクター 中立的で善意ある行
（lnterdependence 取りかかる場合のイ 不十分性、特定主義 と政府セクターとの 政を前提としており、

theory）」別名「ボ ニシアルコスト（初 （particularlism）、 競合というゼロサム 価値にもとづいた活

ランテイアの失敗 期費用）が小さいの 家父長主義（パター 理論を越えて、公一 動とそうでない活動
（Voluntary　failure）、 で、政府に先行して ナリズム）、素人主 私のパートナーシッ とを同一視しており、

または、第三者政府 様々公共性あるサー 義（アマチュアリズ プ関係というしばし 協働が、どのような
の理論（third－party ビスを提供すること ム）、第三者政府 ば起こりうる関係を 条件のもとで展開す
government　theory）」 が出来る。しかし 説明できる。 るのか、その条件が

「ボランティアの失 見えないこと。

敗」を理由として、

公的セクターとの間

に次第に相互作用が
生まれてくる。
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「社会的起源の理論 非営利セクターの規 比較一歴史的アプロー マイクロ経済学モデ 非営利組織の形態は、
（Social　origin　theory）」 模や構造は、様々な チ、経路依存、国家一 ルを越えて、相互依 国や文化によって大

社会関係、階級関係、 社会関係 存の理論を開拓して きく異なるうえ、次

社会体制の複雑なか いる 第に変容していると

らまりの中に「埋め いう事実にうまく答

込まれたもの」の反 えられない

映である。

出典：Anheier（2005）

非営利組織の理論のまとめ 概観してきたように、 NPOがなぜ存在するのか、をめぐる

理論的考察は、主と して経済学理論の応用からのアプローチでなされている。 それは大きくは

「政府の失敗」理論、 「市場の失敗」 理論、そして「ボランティアの失敗」理論と3分類される。

ワイスプロッ ドの公共財理論は、 「政府の失敗」理論の代表である。政府が提供する公共サー

ビスは、ごく平均的な市民のごく平均的なニーズに照準し、 ごく平均的な質と量のサービスを、

平等に提供するものである。これを 「失敗（failure）」 と言うかどうかはさておき、「限界」

があることは確かであろう。多様な障害者のニーズ、多様なエスニシティや属性に起因するニー

ズなどに、政府は対応できない。これからの高齢社会やグローバル化が進んだ多様な社会にお

いてはますますその限界が明らかになるだろう。こう した限界をひとつの根拠にして非営利組

織の存立根拠を論じるのが「政府の失敗」理論の特徴である。

「市場の失敗」 理論は、情報格差や 「情報の非対称性」 を根拠に論じられる。市場が適切に

評価できる物財やサービスの外側に、 消費者や利用者がその内容を適切に評価できないビュー

マンサービスの領域が広がる。事例にもとりあげられたホスピスやチャイルドケアなどは、当

事者本人にはもちろん、家族や関係者にもそのサービスの適切な評価が困難である。こうした

困難の本質は、供給者と利用者との間に大きな情報格差 （「情報の非対称性」） があるからだ。

この困難を埋めるために、非営利組織が利用者側にたったアドボカシーを担う場合もあるし、

利用者のエンパワメントを行ったり、 やがて利用者による組織運営への参加まで促進する場合

がある。ハンスマンの信頼の理論やベン ・ナーの利害関係者の理論などは、 こうした「市場の

失敗」から導かれるものだ。いわば情報非対称性の存在する領域では、供給者と需要者との問

の格差や溝を埋めるための中間集団や媒介集団が必要とされる。また「起業家精神理論」は、

そのような領域にこそ、変革や改革を指向するアントレプレナーが現れうる、 ということを示

唆している。これらは社会学でいうソーシャルアクション論や市民運動・社会運動論などとも

接続する部分を持っている。

「ボランティアの失敗」理論は、 ボランティアが必然的に失敗するということを主張するわ

けではない。ボランティアが、非営利組織と協力することを通じて政府と協働できる条件を論

じたもので、相互依存性にこそ強調点がある。サラモンの相互依存の理論は、 非営利組織がボ

ランティア団体のもつ弱点を克服し、 政府も非営利組織と協働することの必要をとく。第三者

政府概念は、アメリカという文脈を離れると理解しにくい部分もあるが、 NPOと政府との協

L
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働のあり方に焦点を当てている。それは政府セクターと企業セクターとの二元論的な見方にた

いして、非営利組織の形成するセクターとしての規模や範囲の大きさを示し、現代社会を3層

構造としてみる見方を提示するものだ。

3　非営利組織の理論と社会学

非営利組織の理論は、その理論的なエッセンスをみると「政府の失敗」理論、「市場の失敗」

理論、そして「ボランティアの失敗」理論とに大きく3分類される。それらは非営利組織がな

ぜ存在するのか、にたいして経済学の理論的なフレームをもとにしながら答えようとする諸理

論である。

それにたいして非営利組織（NPO）の社会学理論というものはあるだろうか。社会学は、

社会的事実（NPOが存在し、活動していること）を前提として、なぜそれが存在するのかよ

り、それがどのような活動や組織行動を行い、どのような社会的機能を果たし、その結果、そ

れがどのような社会的影響力を発揮するのか、という社会的事実の側面に理論的な関心を集中

する傾向がある。つまり非営利組織の存在論ではなく、その組織論や集合行動や社会運動の側

面、そして非営利組織を社会変動の中に位置づけることのほうに理論的な関心を集中する。

そう考えると非営利組織の社会学は、まだ存在していない。ただし、関連する社会学理論は、

数多い。非営利組織を中間集団のひとつとみたり、集合行動、社会運動とみる見方である。集

合行動論、社会運動論は、その存立理由を、社会構1造変動や構造的原因（緊張strain）に求

めてきた。これは、広く言えば「政府の失敗理論」「市場の失敗理論」に近い社会学的認識で

ある。また集合行動論や社会運動論は、まさにその集合的な運動主体形成のプロセスを論じて

きたのだから「起業家精神の理論」や「利害関係者の理論」と近しい。広い意味での「社会運

動の理論」や「社会運動家の理論」（副田義也）と関連するところが大きい。

つまり、非営利組織の理論と社会学は、じつはきわめて近いところにある。しかし大きな違

いも存在する。それは「ボランティアの失敗理論」「相互依存の理論」や「社会的起源の理論」

などと社会学理論とを比較した場合に顕著になると思われる。非営利組織の諸理論は、それが

非営利セクターを形成し、社会制度のもとに位置付き（たとえば法人格や税制）、政府と対抗

したり協働したりしながら、社会システムの不可欠の一部分となって社会運営を担うこと（担

うべきこと）を基本的な前提としている。営利企業や政府とは異なった組織原理にもとづき、

市場メカニズムや政府サービスとは異なった質のヒューマンサービスを提供しようとする組織

であるが、けっして現代の資本主義社会システムの外部にあるわけではなく、また外部に出て

行こうとするものでもない。それは非営利組織を、当該の社会制度の「もとで」、社会をより

良く「改良・改善」していくための社会組織（の一種）であると前提することに他ならない。

しかし社会学の考える集合行動や社会運動は、当該の社会システムそのものを批判する運動

であることをそのエッセンスとしてきた。個々の社会問題の改良や改善は、むしろ社会システ
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ム全体の構造的な問題を隠蔽する場合があると論じられることがある22）。これは狭議の社会運

動論に限らず、コミューン論やオルタナティブ社会論などの社会学に共通の認識でもあったと

思われる。集合行動や社会運動を、現在の社会システムを批判的に乗り越え、オルタナティブ

社会をめざす新しい共同体形成の運動（コミュニティやコミューン）ととらえる傾向が強かっ

た。

現代アメリカの非営利組織論が、トクヴィルやマッキィーヴァーのアソシエーション概念を

淵源としているとするならば、それは上記したような集合行動や社会運動はもとより、コミュ

ニティや共同体概念とも対立する概念であった、もしくは別次元の組織原理をさすものと考え

るべきである。

社会学にとって、非営利組織の概念は、アソシエーションや中間集団とつながるのであって、

共同体やコミュニティや（あえて言えば集合行動や社会運動）とは直接にはつながらない、と

考えるべきかもしれない。むしろ、社会学的にみた非営利組織の日本社会への含意は、すべて

を共同体やコミュニティの原理にからめとっていってしまう日本社会の編成原理に対する批判

的なオルタナティブを提示するところにあるのではないだろうか23）。

非営利組織（NPO）が提示するものは、社会学から見ると、予想外に広く深いものではな

いだろうか。

注

1）たとえば米国の内国歳入庁は「非課税組織」として、内国歳入コード501項の組織を27分

類している。521項も加えると合計28もの非課税組織の種類があることになる

（Weitzman　et　al，2002）。このうち通常NPOと呼ばれるものは501（C）3および501（C）

4である。

2）国連による「国際収支勘定（System　of　National　Accounts）」の定義による（UN，1993）

3）Salamon　and　Anheier（1992）

4）quasi－nongovernmental　organizationsの略号

5）たとえば団体への参加が強制されたもの（医師会、弁護士会など）や、組合や互助会など

は非営利セクターの定義からは除外される。近年、国連も『Handbook　on　Nonprofit

Institutions』においてこのアプローチと同様の定義を採用した。それによれば非営利組

織とは「自己統治している組織であり、営利のためでない、あるいは収益を分配しない、

政府からは独立した、非強制的な組織」であるとしている（UN，2002）。

6）サラモンとアンパイヤの定義は、世界的にもっとも広く受け入れられているものである。

その理由について若干、論じておこう。第1に「非営利・非分配（Non　Profit）」や「非

政府（Non　Government）」という消極的な要因だけで行う定義（～を行わない、～を禁

じられた、～ではない、という否定辞による定義）ではなく、積極的な要因「組織化され

一11一



ていること」「自己統治していること」「ボランティアの自発的参加があること」が組み合

わせされていること。第2に、こうした諸要素の組み合わせによって、非営利組織が外部

環境と社会関係を形成し、社会・経済・政治的にも大きな意味をもつ非営利セクターを形

成することを示したこと。第3に、この定義を用いると、様々な非営利組織が形成する非

営利セクターが実証的に把握でき、それを用いて非営利セクターの国際比較や分析が出来

ることを示したこと。これらの要因によるものと考えられる。

7）Ott（2001）

8）DiMaggio　and　Anheier（1990）

9）Anheier（2005）

10）Weisbrod（1988）

11）政府や行政の主要なポストは、政権交代によって「政治任命」されるという欧米の政治環

境が背景にあることに留意。

12）これに対してハンスマン（Hansmann）は、この理論は「純粋公共財」に関してはうま

く当てはまるが「準公共財」に関しては、なぜ営利会社に抗して非営利組織が現れるのか

をうまく説明できないとする。ベン・ナー（Ben－Ner）やバン・フーミッセン（Van

Hoomissen）も同様に、社会の多様性だけでは非営利組織の存在を説明できないとし、

非営利組織を起こす人たちの「利害関係者」を重視する。ベン・ナーたちは、政府や企業

の提供するサービスでは不十分だとする人たちこそが、非営利組織を作り運営するように

なると論じる・（利害関係者の理論）。

13）アロー（1963）、ネルソンとカラシンスキー（1973）などがはやくからこの問題に焦点を

当ててきた。

14）この理論に関して、サラモンは、情報の非対称性と政府との関係を適切に論じていないと

し、なぜ人びとが市場によるのではない解決を求めるのかについて、多様性の理論や公共

財の理論と、信頼性の理論とは、対立ではなく補完関係にあるとする

15）しかし、エステル・ジェイムズは、非分配原則は、さほど強く拘束するものではなく、様々

な抜け道があること、違反に対するペナルティも大きくないことなどをあげ、「非分配原

則」は信頼性を保証する代理的なシグナルにすぎないとし、この理論の弱点を指摘してい

る。

16）シュンペーターによれば、企業の活動は「適応活動」（改良、改善、模倣など）と「創造活

動」（新製品、新生産方式、新市場、新資源、新組織の開発など）に分かれる。後者の活動

こそ革新であり、それは少数の指導者に与えられた特殊な資質であり、そうした資質の持

ち主こそ「起業家（アントレプレナー）」であるとした。

17）この社会起業家の理論は、組織理論における「リーダーシップ理論」とも関連するだろう。

とりわけ変革型リーダーシップの理論や、シンボリック・マネジャー論とも関連づけて理

解する必要があるだろう。
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18)Stakeholderは､経営学では ｢企業活動に直接 ･間接影響を行使 しうる人びともしくは

組織｣と定義される｡ 経営学ではコーポレート･ガバナンスと関連して重要な概念である｡

19)Salamon(1995)

20)サラモンの理論を理解するためには､日本と異なるアメリカの中央 ･地方政府のあり方を

知っておく必要があろう｡ Kramer(1981)が詳しく紹介しているが､アメリカでは ｢財

政 (financing)と行政 (administration)とを切 り離す傾向がある｡ このことがNPO

のサービスを購入することによってNPOを大いに活用することにつながっている｣また

｢政府が財源を提供するが､直接サービスを提供しない｣傾向が顕著である｡

21)サラモンの第三者政府の概念ではNPOは政府の権威 (authority)や資金をかなり自由

裁量 (discretion)で使えるとしている点が重要である｡

22)ハーバーマスやオフェらの批判理論がその立場にたつ典型的な見方である｡

23)小室直樹や橋爪大三郎は､日本社会の本質的特徴のひとつを ｢機能集団の共同体への転化｣

だと把握する｡ これはアソシエーションとして目的達成型の機能集団であるべき団体や組

織が､いつのまにかその存続自体を自己目的化する共同体-と転化してしまうという日本

社会の特性を言う｡ この認識は､アソシエーション (NPO)とコミュニティとを協働的

な概念としてとらえるより､対立的あるいは対既的な概念としてとらえたほうが日本社会

への含意として生産的でありうることを示しているのではないだろうか｡ここから非営利

組織 (NPO)の社会学にとって非常に参考になる補助線が得られると思われる｡ 詳細に

ついては別稿を準備中である｡
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